
群馬県市町村会館管理組合特定個人情報の取扱い等に関する管理規程  

 

平成２８年１２月１日  

規 程 第 １ 号 

 

第１章   総則   

（目的）  

第１条  この 規程 は、 群馬県 市町村 会館 管理 組合（ 以下「 組合 」と いう。 ）が取 り扱 う個

人番号 及び特 定個 人情 報（以 下、「 特定 個人 情報等 」とい う。 ）に ついて 、その 適切 な

取扱い 等のた めの 管理 に必要 な事項 を定 める 。  

（定義）  

第２条  この 規程 にお ける「 個人番 号」 及び 「特定 個人情 報」 の定 義は、 行政手 続に おけ

る特定 の個人 を識 別す るため の番号 の利 用等 に関す る法律 （平 成 ２ ５  年５  月３ １  日

法律第 ２７  号。以 下 「番号 法」と いう 。） 第 ２条 の定め ると ころ による 。  

２  こ の規程 にお いて 「特定 個人情 報の 取扱 いに関 する事 務」 とは 、特定 個人情 報を 、紙

媒体又 は電子 媒体 によ り取り 扱って 行う 組合 の業務 をいう 。  

（個人番号を取り扱う事務の範囲）  

第３条  組合 が個 人番 号を取 り扱う 事務 の範 囲は、 以下の とお りと する。  

職員（ 扶養家 族を 含む ）に係 る個人 番

号関係 事務  

源泉徴 収関連 事務 等  

扶養控 除等 (異動 )申告 書及び 給与所 得者 の

保険料 控除申 告書 兼給 与所得 者の配 偶者 特

別控除 申告書 の取 扱い 事務等  

給与支 払報告 書及 び給 与支払 報告特 別徴 収

に係る 給与所 得者 異動 届出報 告書作 成事 務

等  

退職所 得の受 給に 関す る申告 書の取 扱い 事

務等  

雇用保 険法に 基づ く被 保険者 資格に 係る 届

出事務 、並び に雇 用継 続給付 に係る 賃金 月

額証明 書作成 及び 支給 申請事 務等  

地方公 務員災 害補 償法 に基づ く保険 給付 請

求に係 る事務 等  

健康保 険法、 船員 保険 法、国 民健康 保険

法、高 齢者の 医療 の確 保に関 する法 律に 基

づく被 保険者 資格 に係 る届出 事務等  

厚生年 金保険 法に 関す る資格 取得、 資格 喪

失、給 付等に 係る 届出 事務等  

地方公 務員等 共済 組合 法によ る短期 給付 若



しくは 年金 で ある 給付 の支給 若しく は福 祉

事業の 実施又 は 地 方公 務員等 共済組 合法 の

長期給 付等に 関す る施 行法に よる年 金で あ

る給付 の支給 に関 する 事務  

児童手 当法に 関す る給 付等に 係る事 務等  

職員の 被扶養 配偶 者に 係る個 人番号 関

係事務  
国民年 金第 3 号被 保険 者に係 る届出 事務 等  

職員以 外の個 人に 係る 個人番 号関係 事

務  

報酬・ 料金等 の支 払調 書作成 事務等  

不動産 等の譲 受け の対 価 の支 払調書 作成 事

務等  

その他 上記の 事務 に関 連する 事務  

（取り扱う特定個人情報等の範囲）  

第４条  前条 に基 づい て組合 が個人 番号 を取 り扱う 事務に おい て使 用する 個人番 号及 び個

人番号 と関連 付け て管 理する 個人情 報は 、以 下のと おりと する 。  

（１） 職員の 氏名 、生 年月日 、性別 、住 所 、 賃金額  

（２） 職員の 扶養 家族 の氏名 、生年 月日 、性 別、続 柄、住 所、 収入 額  

（３） その他 、前 条に 定める 事務を 行う ため に必要 とされ る特 定個 人情報  

 

第２章  安全管理措置等  

第１節  組織的・人的安全管理措置  

（組織体制）  

第５条  特定 個人 情報 等を管 理する 部署 は、 総務課 とする 。  

２  特 定個人 情報 の事 務取扱 責任者 は、 総務 課長と する。 ただ し、 総務課 長不在 の場 合

は、事 務局長 とす る。  

３  特 定個人 情報 の事 務取扱 担当者 は、 総務 課の人 事給与 担当 職員 とする 。  

（事務取扱責任者の責務）  

第６条  事務 取扱 責任 者は、 本規程 に定 めら れた事 項を理 解し 、遵 守する ととも に、 事務

取扱担 当者に これ を理 解させ 、遵守 させ るた めの教 育訓練 、安 全対 策の実 施並び に周 知

徹底等 の措置 を実 施す る責任 を負う 。  

２  事 務取扱 責任 者は 、以下 の業務 を所 管す る。  

（１） 本規程 の周 知  

（２） 特定個 人情 報の 安全管 理に関 する 教育 ・研修 の企画  

（３） その他 組合 全体 におけ る特定 個人 情報 の安全 管理に 関す るこ と  

（４） 特定個 人情 報の 利用申 請の承 認及 び記 録等の 管理  

（５） 管理区 域及 び取 扱区域 の設定  

（６） 特定個 人情 報の 取扱区 分及び 権限 につ いての 設定及 び変 更の 管理  

（７） 特定個 人情 報の 取扱状 況の把 握  

（８） 特定個 人情 報の 安全管 理に関 する 教育 ・研修 の実施  

（９） その他 組合 にお ける特 定個人 情報 の安 全管理 に関す るこ と  



３  事 務取扱 責任 者は 、特定 個人情 報等 が本 規程に 基づき 適正 に取 り扱わ れるよ う、 事務

取扱担 当者に 対し て必 要かつ 適切な 監督 を行 うもの とする 。  

（事務取扱担当者の責務）  

第７条  事務 取扱 担当 者は、 特定個 人情 報の 「取得 」、「 利用 」、 「保管 」、「 提供 」、

「開示 、訂正 、利 用停 止等」 又は「 削除 ・廃 棄」等 、特定 個人 情報 を取扱 う業務 に従 事

する際 、番号 法及 び個 人情報 保護法 並び にそ の他の 関連法 令、 特定 個人情 報ガイ ドラ イ

ン、本 規程並 びに 事務 取扱責 任者の 指示 した 事項に 従い、 特定 個人 情報の 保護に 十分 な

注意を 払って その 業務 を行う ものと する 。  

２  事 務取扱 担当 者は 、特定 個人情 報の 漏え い等、 番号法 若し くは 個人情 報保護 法又 はそ

の他の 関連法 令、 特定 個人情 報ガイ ドラ イン 、本規 程に違 反し てい る事実 又は兆 候を 把

握した 場合、 速や かに 事務取 扱責任 者に 報告 するも のとす る 。  

３  事 務取扱 担当 者は 、個人 番号の 確認 等の 必要な 事務を 行っ た後 はでき るだけ 速や かに

その書 類を受 け渡 すこ ととし 、自分 の手 元に 個人番 号を残 して はな らない ものと する 。  

（運用状況の記録）  

第８条  事務 取扱 担当 者は、 第３条 に掲 げる 事務の 取扱い 状況 に関 し 、次 の事項 を記 録し

た取扱 状況等 記録 簿（ 別記 様 式第１ 号） を作 成し、 保管す るも のと する。  

（１） 特定個 人情 報の 入手日  

（２） 特定個 人情 報の 廃棄日  

（３） 特定個 人情 報の 利用日  

（４） 行政機 関等 への 提出日  

（情報漏えい事案等への対応）  

第９条  事務 取扱 責任 者は、 特定個 人情 報の 漏えい 、滅失 又は き 損 による 事故（ 以下 「漏

えい事 案等」 とい う。 ）が発 生した こと を知 った場 合又は その 可能 性が高 いと判 断し た

場合は 、直ち に管 理者 に報告 する。  

２  事 務取扱 責任 者は 、漏え い事案 等が 発生 したと 判断し た場 合は 、情報 漏えい 等が 発生

した原 因を分 析し 、再 発防止 に向け た対 策を 講じる ものと する 。  

３  事 務取扱 責任 者は 、漏え い事案 等が 発生 したと 判断し た場 合は 、その 事実を 本人 に通

知する ととも に、 必要 に応じ て公表 する 。  

（取扱状況の確認 ) 

第１０条  事 務取 扱責 任者は 、特定 個人 情報 等の取 扱状況 につ いて 、年 1 回以上 確認 を

行うも のとす る。  

 

第２節  物理的安全管理措置  

（特定個人情報等を取り扱う区域の管理 ) 

第１１条  特 定個 人情 報等を 取り扱 う区 域を 明確に し、当 該区 域に 対して 、以下 の各 号に

従い以 下の措 置を 講じ る。  

（１） 管理区 域  

管理区 域へ持 ち込 む機 器及び 電子媒 体等 の制 限を行 うもの とす る。  

（２） 取扱区 域   

特定個 人情報 を取 り扱 う事務 は、事 務取 扱担 当者以 外の者 の往 来が 少ない 場所又 は後

ろから 覗き見 され る可 能性が 低い場 所に おい て行う ものと する 。  



（機器及び電子媒体等の盗難等の防止）  

第１２条  組 合は 、管 理区域 及び取 扱区 域に おける 特定個 人情 報等 を取り 扱う機 器、 電

子媒体 及び書 類等 の盗 難又は 紛失等 を防 止す るため 施錠で きる キャ ビネッ ト・書 庫等

に保管 するも のと する 。  

（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）  

第１３条  組 合は 、特 定個人 情報等 が 記 録さ れた電 子媒体 又は 書類 等の持 出しは 、以 下に

掲げる 場合を 除き 禁止 する。 なお、 「持 出し 」とは 、特定 個人 情報 等を管 理区域 又は 取

扱区域 の外へ 移動 させ ること をいい 、事 務所 内での 移動等 であ って も、紛 失・盗 難等 に

留意し なけれ ばな らな い。  

（１） 行政機 関等 への 届書の 提出等 、本 組合 が実施 する個 人番 号関 係事務 に関し て個 人番

号利用 事務実 施者 に対 しデー タ又は 書類 を提 出する 場合  

２  前 項によ り特 定個 人情報 等が記 録さ れた 電子媒 体又は 書類 等の 持出し を行う 場合 に

は、以 下の安 全策 を講 じるも のとす る。 ただ し、行 政機関 等に 届書 をデー タで提 出す る

にあた っては 、行 政機 関等が 指定す る提 出方 法に従 うもの とす る。  

（１） 特定個 人情 報等 が記録 された 電子 媒体 を安全 に持ち 出す 方法  

①  持出 しデ ータの 暗 号化又 はパス ワー ドに よる保 護  

②  追跡 可能 な移送 手 段の利 用  

（２） 特定個 人情 報等 が記載 された 書類 等を 安全に 持ち出 す方 法  

①  封緘 、目 隠しシ ー ルの貼 付  

（個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄）  

第１４条  特 定個 人情 報等の 削除に つい ては 、容易 に復元 でき ない 手段を 用いる もの とす

る。  

２  事 務取扱 担当 者は 、個人 番号 若 しく は特 定個人 情報フ ァイ ルを 削除し た場合 、 そ の記

録を保 存しな けれ ばな らない 。ただ し、 個人 番号自 体は含 めな いも のとす る。  

 

第３節  技術的安全管理措置  

（アクセス制御、アクセス者の識別と認証）   

第１５条  特 定個 人情 報への アクセ ス制 御及 びアク セス者 の識 別と 認証は 次のと おり 行う

ものと する。  

（１） 特定個 人情 報を 取り扱 う機器 を特 定し 、その 機器 を 取り 扱う 事務担 当者を 限定 する  

（２） 機器に 標準 装備 されて いるユ ーザ ー制 御機能 (ユー ザーア カ ウント 制御 )により 、 情

報シス テムを 取り 扱う 事務取 扱担当 者を 限定 する。  

（外部からの不正アクセス等の防止）  

第１６条  情 報シ ステ ムを外 部から の不 正ア クセス 又は不 正ソ フト ウェア から保 護す る方

法は、 以下の とお りと する。  

（１） 情報シ ステ ムと 外部ネ ットワ ーク との 接続箇 所に、 ファ イア ウォー ル等を 設置 し、

不正ア クセス を遮 断す る。  

（２） 情報シ ステ ム及 び機器 にセキ ュリ ティ 対策ソ フトウ ェア 等（ ウイル ス対策 ソフ トウ

ェア等 ）を導 入す る。  

（３） 導入し たセ キュ リティ 対策ソ フト ウェ ア等に より、 入出 力デ ータに おける 不正 ソフ

トウェ アの有 無を 確認 する。  



（情報漏えい等の防止）  

第１７条  組 合は 、特 定個人 情報等 をイ ンタ ーネッ ト等に より 外部 に送信 する場 合、 次の  

各号に 掲げる 区分 に応 じ、当 該各号 に定 める 防止策 を講じ るこ とに より、 特定個 人情 報  

の漏え い等を 防止 する ものと する。  

（１） 通信経 路に おけ る情報 漏えい 等の 防止 策  通 信経路 の暗 号化  

（２） 情報シ ステ ムに 保存さ れてい る特 定個 人情報 等の情 報漏 えい 等の防 止策  デー タの

暗号化 又はパ スワ ード による 保護  

 

第３章  取得、収集制限  

（特定個人情報の適正な取得）  

第１８条  組 合が 特定 個人情 報を取 得す るに あたっ ては、 適法 かつ 公正な 手段に よっ て行

うもの とする 。  

（特定個人情報の利用目的）  

第１９条  組 合が 職員 又は第 三者か ら取 得す る特定 個人情 報は 、 第 3 条 に掲げ た個 人番

号を取 り扱う 事務 を行 うため に利用 する 。  

（特定個人情報の取得時の利用目的の通知等）  

第２０条  組 合は 、特 定個人 情報を 取得 した 場合は 、あら かじ めそ の利用 目的を 公表 して

いる場 合を除 き、 速や かに、 その利 用目 的を 情報 提 供者に 通知 し、 又は公 表する もの と

する。 なお、 職員 から 特定個 人情報 を取 得す る場合 には、 利用 目的 を記載 した書 類の 提

示等の 方法に よる 。  

２  組 合は、 利用 目的 の変更 を要す る場 合、 当初の 利用目 的と 相当 の関連 性を有 する と合

理的に 認めら れる 範囲 内で利 用目的 を変 更し て、本 人への 通知 、公 表又は 明示を 行う こ

とによ り、変 更後 の利 用目的 の範囲 内で 特定 個人情 報を利 用す るこ とがで きる。  

（個人番号の提供の要求）  

第２１条  組 合は 、 第 3 条 に掲げ る事 務を 処理す るため に必 要が ある場 合に限 り、 本人

又は他 の個人 番号 関係 事務実 施者 若 しく は個 人番号 利用事 務実 施者 に対し て個人 番号 の

提供を 求める こと がで きるも のとす る。  

２  職 員又は 第三 者が 、組合 からの 個人 番号 の提供 の要求 又は 第 24 条に基 づく 本人確 認

に応じ ない場 合に は、 番号法 に基づ く制 度の 意義に ついて 説明 をし 、個人 番号の 提供 及

び本人 確認に 応ず るよ うに求 めるも のと する 。  

（個人番号の提供を求める時期）  

第２２条  組 合は 、第 ３条に 定める 事務 を処 理する ために 必要 があ るとき に、職 員又 は第

三者に 対して 個人 番号 利用目 的通知 書 (様 式 第２号 )によ り、個 人 番号の 提供を 求め るも

のとす る。  

２  前 項の規 定に かか わらず 、組合 は、 職員 と雇用 契約等 を締 結し た時点 等、当 該事 務の

発生が 予想で きた とき に個人 番号の 提供 を求 めるこ とがで きる もの とする 。  

（特定個人情報の収集制限）  

第２３条  組 合は 、 第 3 条 に定め る事 務を 行うた めに必 要な 範囲 を超え て、職 員又 は第

三者か ら特定 個人 情報 を収集 しない もの とす る。  

（本人確認）  



第２４条  組 合は 、職 員又は 第三者 に個 人番 号の提 供を求 める にあ たって は、以 下の いず

れかの 書類の 提示 をも って個 人番号 の確 認及 び当該 人の身 元確 認を 行うも のとす る。  

（１） 個人番 号カ ード  

（２） 通知カ ード 及び 写真付 身分証 明書 等  

（３） 個人番 号が 記載 された 住民票 記載 事項 証明書 及び写 真付 身分 証明書 等  

２  代 理人か ら個 人番 号の提 供を受 ける 場合 につい ては、 以下 の書 類の提 示をも って 、代

理権の 確認、 当該 代理 人の身 元確認 及び 本人 の個人 番号の 確認 を行 うもの とする 。  

（１） 委任状 （任 意代 理人の 場合） 又は 戸籍 謄本（ 法定代 理人 の場 合）  

（２） 代理人 の個 人番 号カー ド又は 写真 付身 分証明 書等  

（３） 本人の 個人 番号 カード 、通知 カー ド、 個人番 号が記 載さ れた 住民票 記載事 項証 明書

のいず れか  

 

第４章  利用  

（特定個人情報の利用制限）  

第２５条  組 合は 、 第 19 条 に掲げ る利 用 目的の 範囲内 での み個 人番号 を利用 する もの と

する。  

２  組 合は、 人の 生命 、身体 又は財 産の 保護 のため に必要 であ る場 合であ って、 本人 の同

意があ り、又 は本 人の 同意を 得るこ とが 困難 である ときに 限り 、利 用目的 以外の 目的 の

ために 利用す るこ とが できる 。  

（特定個人情報ファイルの作成の制限）  

第２６条  組 合が 特定 個人情 報ファ イル を作 成する のは、 第 ３ 条に 定める 事務を 行う ため

に必要 な範囲 に限 り、 これら の場合 を除 き特 定個人 情報フ ァイ ルを 作成し ないも のと す

る。  

 

第５章  保管  

（特定個人情報の正確性の確保）  

第２７条  事 務取 扱担 当者は 、第 １ ９条 に掲 げる利 用目的 の範 囲に おいて 、特定 個人 情報

を正確 かつ最 新の 状態 で管理 するよ う努 める ものと する。  

（保有個人データに関する事項の公表等）  

第２８条  組 合は 、個 人情報 保護法 第 ２ ４条 第１項 に基づ き、 特定 個人情 報に係 る保 有個

人デー タに関 する 事項 を本人 の知り 得る 状態 に置く ものと する 。  

（特定個人情報の保管制限）  

第２９条  組 合は 、 第 3 条 に定め る事 務を 行うた めに必 要な 範囲 を超え て、特 定個 人情

報を保 管しな いも のと する。  

２  組 合は、 法令 で定 められ た個人 番号 を記 載する 書類等 の保 存期 間を経 過する まで の間

は、当 該書類 だけ でな く届書 を作成 する シス テム内 におい ても 特定 個人情 報を保 管す る

ことが できる 。  

３  組 合は、 番号 法上 の本人 確認の 措置 を実 施する 際に提 示を 受け た本人 確認書 類（ 個人

番号カ ード、 通知 カー ド、身 元確認 書類 等） の写し や組合 が行 政機 関等に 提出す る届 書

の控え や当該 届書 を作 成する 上で組 合が 受領 する個 人番号 が記 載さ れた書 類を特 定個 人



情報と して保 管す るも のとす る。こ れら の書 類につ いては 、法 令で 定めら れた個 人番 号

を記載 する書 類等 の保 存期間 を経過 する まで の間保 存する こと がで きる。  

 

第６章  提供  

（特定個人情報の提供制限 )   

第３０条  組 合は 、番 号法第 19 条各 号の い ずれか に該当 する 場合 を除き 、特定 個人 情報

を提供 しては なら ない 。  

 

第７章  開示  

（特定個人情報の開示）  

第３１条  組 合は 、本 人から 当該本 人が 識別 される 特定個 人情 報に 係る保 有個人 情報 につ

いて開 示を求 めら れた  

場合は 、遅滞 なく 、当 該情報 の情報 主体 であ ること を確認 した 上で 、当該 本人が 開示 を

求めて きた範 囲内 でこ れに応 ずるも のと する 。  

２  組 合は、 次の 事由 に該当 する場 合に は、 当該開 示請求 の全 部又 は一部 を不開 示と する

ことが できる 。  

（１） 本人又 は第 三者 の生命 、身体 、財 産そ の他の 権利利 益を 害す るおそ れがあ る場 合  

（２） 組合の 業務 の適 正な実 施に著 しい 支障 を及ぼ すおそ れが ある 場合  

（３） 他の法 令に 違反 するこ ととな る場 合  

 

第８章  削除・廃棄   

（特定個人情報の削除・廃棄 ) 

第３２条  組 合は 、 第 3 条 に規定 する 事務 を行う 必要が ある 範囲 に限り 、特定 個人 情報

等を収 集又は 保管 し続 けるも のとす る。 なお 、書類 等につ いて 法令 によっ て一定 期間 保

存が義 務付け られ てい るもの につい ては 、こ れらの 書類等 に記 載さ れた個 人番号 は、 そ

の期間 保管す るも のと し、そ れらの 事務 を処 理する 必要が なく なっ た場合 で、法 令に お

いて定 められ てい る保 存期間 を経過 した 場合 には、 個人番 号を 速や かに 削 除又は 廃棄 す

るもの とする 。  

２  前 項に定 める 削除 又は廃 棄に係 る物 理的 安全管 理措置 につ いて は、第 １４条 の規 定に

よる。  

 

附  則  

本規程 は、公 布の 日か ら施行 する。  

  



様式第１号  

取 扱 状 況 等 記 録 簿 

 

氏  名                 

 

代理人 氏名              （扶 養親族 の場合 、 職 員の 氏名も 記載 す る。 ）  

 

特定個 人情報 入手 日         年    月    日   

 

特定個 人情報 廃棄 日         年    月    日    

 

利用日  利  用  目  的  提出日  備  考  担当者  責任者  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

  



様式第２号  

平成   年   月   日  

 

 

群馬県 市町村 会館 管理 組合職 員   各位  

 

 

                           群 馬県 市町村 会館管 理組 合  

                             管理 者   清 水 聖 義 

 

 

個人番 号利用 目的 通知 書  

 

本組合 は、職 員及 び職 員の扶 養家族 の個 人番 号（行 政手続 にお ける 特定の 個人を 識別 す

るため の番号 の利 用等 に関す る法律 に定 める 個人番 号をい いま す。）を下 記の目 的で 利用

いたし ますの で、 別紙 「個人番号提出書」により個人番号及び確認書類の提出をお願

いいたします。  

 

記  

 

①  源 泉徴収 関連 事務 等  

②  扶 養控除 等（ 異動 ）申告 書及び 給与 所得 者の保 険料控 除申 告書 兼給与 所得者 の配 偶者

特別控 除申告 書の 取扱 事務  

③  給 与支払 い報 告書 及び給 与支払 い報 告特 別徴収 に係る 給与 所得 者異動 届出報 告書 作成

事務  

④  退 職所得 の受 給に 関する 申告書 の取 扱 事 務  

⑤  雇 用保険 法に 基づ く被保 険者資 格に 係る 届出事 務、並 びに 雇用 継続給 付に係 る賃 金月

額証明 書作成 及び 支給 申請事 務  

⑥  地 方公務 員災 害補 償に基 づく保 険給 付請 求に係 る事務  

⑦  健 康保険 法、 船員 保険法 、国民 健康 保険 法、高 齢者の 医療 の確 保に関 する法 律に 基づ

く被保 険者資 格に 係る 届出事 務  

⑧  厚 生年金 保険 法に 関する 資格取 得、 資格 喪失、 給付等 に係 る届 出事務  

⑨  地 方公務 員等 共済 組合法 による 短期 給付 若しく は年金 であ る給 付の支 給若し くは 福祉

事業の 実施又 は地 方公 務員等 共済組 合法 の長 期給付 等に関 する 施行 法によ る年金 であ る

給付の 支給に 関す る事 務  

⑩  児 童手当 法に 関す る給付 等に係 る事 務  

⑪  国 民年金 第３ 号被 保険者 に係る 届出 事務  

 

 

 

 



個人番号提出書 

（本人用）  

 

 

群馬県 市町 村会館 管理 組合  

管理者   清 水 聖 義   様  

 

 

私の個 人番号 （行 政手 続にお ける特 定の 個人 を識別 するた めの 番号 の利用 等に関 する 法

律に定 める個 人番 号を いいま す。） につい て 、下記 のとお り報 告い たしま す。  

なお、 今後、 扶養 家族 の変更 等があ った 場合 は、必 要事項 を報 告い たしま す。  

 

 

記  

 

平成   年   月   日  

 

             

                   氏 名：                  印  

 

個人番 号(マ イナン バ ー ) 

□□□□□□□□□□□□ 
 

 

 

・・・ ・・・ ・・ ・・ ・・・ ・・・ ・・ 担当 者記欄 ・・・ ・・ ・・ ・・・ ・・・ ・・ ・  

個人番 号確認  □ 本人 確認  □ 
 

 

 

                       確 認日： ＿＿＿ ＿年＿ 月＿ ＿日  

 

               担当 者：            

 

                

  



個人番号提出書及び委任状  

（扶養家族用）  

 

 

群馬県 市町村 会館 管理 組合  

管理者   清 水 聖 義   様  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成   年   月   日  

 

 

申請者 （扶養 家族 ） 本 人の氏 名：              

 

個人番 号(マ イナン バ ー ) 

□□□□□□□□□□□□ 
・・・ ・・・ ・・ ・・ ・・・ ・・・ ・・ 担当 者記欄 ・・・ ・・ ・・ ・・・ ・・・ ・・ ・  

 

個人番 号確認  □ 本人 確認  □ 
 

               確認 日 ：    年    月    日  

 

    担当 者：               

 
委 任 状 

 
こ の 提 出 書 の 趣 旨 を 理解 し 、 下 記 の 代 理 人 が、 私 の 個 人 番 号 の 提 出に 関 す る

事 項 と 、 私 の 個 人 番 号確 認 業 務 並 び に 本 人 確認 業 務 を 、 代 理 人 と して 行 う よ う
委 任 い た し ま す 。 代 理人 は 、 上 記 の 他 に は 個人 情 報 と 本 委 任 状 を 使用 利 用 い た
しませ ん。  
 
 
代理人 氏名：           代理 人生 年月日 ：    年   月   日       
 
 
代理人 住所：              
 
 
本人氏 名：         印   本人 生年 月日：     年   月   日  
 
 
本人住 所：               
 


